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 進む大規模校化 

  今、全国の知的障害特別支援学校（旧養護学校、以下略）の「大規模校化」、すなわち児童・

生徒数の増加が問題となっている。「３００人以上の大規模校は、東京、大阪、愛知、兵庫、

静岡など、比較的人口の多い都道府県に多いが、人口規模が中程度の都道府県にも散見される」

（国立特別支援教育総合研究所『知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校

に在籍する児童生徒の増加の実態と教育的対応に関する研究』2010 年 3 月）との調査結果が示

す通り、大規模校化は全国的に広がっている。今年度全国では、４００人以上が８校あり、最

大規模は愛知県の特別支援学校で４６８人である（全国特別支援学校長会編『全国特別支援学

校実態調査』）。 

 全国の大学附属特別支援学校のほとんどは全校の児童・生徒定員が６０人であることから見

れば、この学校規模は実に異常である。 

 特別支援学校大規模化は、学級数でもその突出ぶりは顕著である。小学校の学級数は、１２

学級以上１８学級以下を「標準とする」とされている（学校教育法施行規則第４１条）。「～

以下を標準」との表現には１学年３クラスを超えることは望ましくないとの意味が込められて

おり、それ以上の規模の学校は「過大校」とされる。 

 ところが特別支援学校の場合は、先に挙げた愛知県の特別支援学校は８１学級である。学級

数で単純に比較はできないが、小学校の標準学級数をはるかに上回ることは明らかである。 

 学級数に応じて、教員数は多くなる。この点でも特別支援学校の突出ぶりが明白である。全

国的に見ても教員数が３０人を超える小・中学校は少数であり、高校では実習助手、非常勤講

師などを含む教員数が多くても８０人を超える学校は希である。ところが、全国最大規模の特

別支援学校の場合１９３人である。  

  

教育活動にしわ寄せ 

 児童・生徒数増に対応して、学校では様々な対応をしている。特別教室を普通教室に変える、

普通教室を間仕切りするなどは序の口である。大阪のある特別支援学校では玄関ホールに壁と

柱を新設し、教室を作ったという信じられない例もある（『朝日新聞』２００９年４月１６日）。 

 ほとんどの特別支援学校には、小学生から高校生まで就学しており、大規模化は、日常の教

育活動に様々な支障を生み出してきている。たとえば、体育館の利用の場合を見てみる。通例



では体育館は一つしかないので、児童生徒数が少なくても体育の授業のやりくりには苦労を強

いられる。児童・生徒数が増えるとさらに窮屈になる。こんな状況で、体育を廊下で行う例も

見られる。体育館は、日常の体育の授業ばかりでなく、入学式、卒業式、学習発表会など全校

での行事にも使われる。大規模校の場合は、このような全校規模の行事の開催は困難である。 

 特別支援学校では、知的障害のある児童生徒の学習は通常の教室で行われることも多いが、

具体的な経験が大切であるので調理室など特別教室が不可欠である。さらに卒業後就労できる

ために学年が進むにつれ作業学習などが増加する。特別教室がつぶされ、普通教室に変えられ

るとこのような学習が困難になる。 

 学校の大規模校化は子どもたちの教育に深刻な影響を及ぼす。間仕切りした教室では、隣の

教室の声が聞こえ、子どもたちが学習に集中できない、落ち着かなくなる。 

 子どもが落ち着いた環境で、のびのびと学習できる場を提供することは学校として最小限の

役割である。日常の教育活動への支障は深刻であるため早期の解決が求められている。 

 

国の対応 

 このような特別支援学校の大規模化に対して、文部科学省は２００６年３月５日付で、特別

支援学校の在籍児童生徒等の増加に伴う大規模化・狭隘化(きょうあいか)への対応について（通

知）」を、都道府県教育委員会宛に発出した。 

 文部科学省の「対応（通知）」もあり、全国的には小・中・高等学校における特別支援学校

の分校または分教室の設置が進められている。しかし、前述した通り、大規模化の解消には程

遠い現状である。分校・分教室の設置は、一定程度大規模化の歯止めにはなるものの、多くは

小・中・高の空き教室等の利用であるので、たとえば作業学習に必要な特別教室が設けられな

いなど特別支援学校の児童・生徒の教育環境としては不適切・不十分である。 

 また、文部科学省は２００９年３月「特別支援学校施設整備指針」（文部科学省大臣官房文

教施設企画部）を改訂し、「特別支援教育を推進するための施設整備の基本的な考え方」を示

した。「指針」は、特別支援学校の施設整備に当たり「多様な学習内容.形態による活動を可能

とする施設として計画することが重要である。その際，幼児児童生徒の主体的な活動を支援す

る工夫や幼児児童生徒の持てる能力を高め，豊かな学校生活を送ることができる空間として計

画することも重要」と指摘している。確かに、「指針」の指摘は重要であるが、「理念」が

示され、数値的な裏付けがないので、現状を改善する有効な力とならないと考える。 

 

学校規模・施設の基準を 

 この大規模化が止まらず、特別支援学校の教育環境の整備が追いつかない背景の最大のもの

は、学校の適正規模についての全国的な基準がない、設備教育条件についての基準を示す特別

支援学校設置基準がないことである。 

 先にも述べた通り、小学校等は設置基準で学級数の標準が設けられているため、１８学級を

超える学校は「過大校」として改善がはかられる。 

 ところが、特別支援学校の場合は、学級数でその４倍、５倍、あるいはそれ以上になっても

改善は強制されないのである。 

 また、小学校設置基準には、次のような規定がある。 



「第九条  校舎には、少なくとも次に掲げる施設を備えるものとする。  

 一  教室（普通教室、特別教室等とする。）」（小学校設置基準） 

 普通教室と特別教室を設けることは、中学校設置基準にも高等学校設置基準にもある。 

設置基準は、最低基準であり、学校の設置者は「学校の編制、施設、設備等がこの省令で定め

る設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、これらの水準の向上を図

ることに努めなければならない。 」とされている。 

 ところが驚くことに、特別支援学校にはこのような設置基準が無いのである。学校教育法施

行規則には、「特別支援学校の設置基準及び特別支援学級の設備編制」は、「別に定める。」

（第１１８条）と規定されているが、どこにも定められていないのである。 

 この設置基準が無いために、学校の大規模化の歯止めがなく、特別教室を普通教室に切り替

えたり、あるいは設置されていなくとも問題にされない。 

  小・中・高校の「設置基準」がありながら、未だに特別支援学校の「基準」がないままに放

置されていることは、障害のある子どもたちに対する差別であり、特別支援教育軽視と非難さ

れても弁解の余地はなかろう。 

 政権交代後もこの問題に全く解決策が示されていないことは残念である。来年度の文部科学

省概算要求に、特別支援学校を含む教員増など教育条件改善の方向が示されている。すみやか

に「特別支援学校設置基準」を設け、特別支援学校規模の適正化、児童・生徒数の増加に応じ

た学校環境の整備が進むことを期待する。通学距離・時間に制約のない現状を解決するために

も適正な配置を求めたい。わが国でも「障害者権利条約」の批准の検討が進み、インクルーシ

ブ教育、インクルーシブ社会への実現が目指されている現在、特別支援学校の分散・配置、小・

中学校との近接配置、位置的な統合の促進も検討されても良い時期である。  
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松田  直（群馬大学教育学部障害児教育講座・教授）  
松本 敏治（弘前大学・教授） 
松村多美恵（茨城大学教育学部教授）  
丸山  啓史（京都教育大学発達障害学科・講師） 
水内 豊和（富山大学人間発達科学部・准教授） 
宮崎    眞（岩手大学教育学部・教授・附属特別支援学校校長） 



村上 由則（宮城教育大学・教授） 
村中 智彦（上越教育大学・講師） 
森   透（福井大学教職大学院教授・附属特別支援学校校長） 
森  博俊（都留文科大学・教授）  
谷口  清（文教大学人間科学部・教授） 
山崎由可里（和歌山大学教育学部・教授） 
山中 冴子（埼玉大学教育学部・准教授） 
八幡ゆかり（鳴門教育大学・教授） 
吉岡  恒生（愛知教育大学・准教授）  
吉川  一義（金沢大学人間社会研究域学校教育系・教授）  
吉川 吉美（愛知学院大学心身科学部心理学科・教授） 
吉利 宗久（岡山大学・准教授）  
四日市 章（筑波大学人間総合科学研究科・教授） 
米田 宏樹（筑波大学大学院人間総合科学研究科・講師） 
若松 昭彦（広島大学大学院教育学研究科・准教授）  
渡邉 健治（東京学芸大学） 
渡辺  徹（宮城教育大学特別支援教育講座・教授） 
渡部  匡隆（横浜国立大学教育人間科学部特別支援教育講座・教授） 
 
                      以上、１４１名 

  


